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平成３０年度TC１７２/ＳＣ１/ＷＧ２委員会開催
７月１１日（水）午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、平成３０年度ISO/ TC172（光学及びフォトニクス）ＳＣ１/WG1/ＷＧ２合同委員会が開催されました。
平成３０年度のISO/TC172/ＳＣ１/WG1及びＷＧ２委員会委員は、次の方々です。
氏　　名　　　　関係委員会・組織等　　　　　　　　　勤務先等

小山　剛史   SC1/WG1主査
       キヤノン（株）　ｲﾒｰｼﾞｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ事業部
渋谷　眞人　　SC1分科委員会会長   東京工芸大学　名誉教授

山崎　秀和　　SC1/WG1委員    　　　　 オリンパス㈱光学システム開発本部
瀧谷　俊哉   SC1/WG1委員　　　　　　コニカミノルタ(株)生産本部
水谷　英夫   SC1/WG1委員　　　　　　㈱ニコン　研究開発本部　光学設計部付

中山　貴裕   SC1/WG1委員　　　　　　ﾘｺｰ㈱　研究開発本部
竹内　博之   SC1/WG1委員　　　　　　パナソニックプロダクションエンジニアリング㈱

室谷　裕志   SC1/WG1委員　　　　　　東海大学工学部　光・画像工学科　教授

大西　晃宏   SC1/WG1委員　　　　　　㈱メイショーテクノ

秋山　貴之   SC1/WG1委員　　　　　　㈱ニコンコアテクノロジー本部
冨岡　誠     SC1/WG2主査
       オリンパス㈱医療光学開発部　課長
渋谷　眞人   SC1分科委員会会長   東京工芸大学　名誉教授
遠藤　宏志   SC1/WG2委員    　　　　 キヤノン㈱ICB光学開発ｾﾝﾀｰ　主幹
滝谷　俊哉   SC1/WG2委員　　　　　　コニカミノルタ(株)生産本部
中村　均     SC1/WG2委員　　　　　　㈱トプコン　技術本部技術開発部
向井　香織   SC1/WG2委員　　　　　　㈱ニコン　光学本部第一設計部　課長
上窪　淳二   SC1/WG2委員　　　　　　HOYA㈱光学製品開発統括部　マネジャー
伊藤　昌弘   SC1/WG2委員　　　　　　㈱リコー　研究開発本部

　今回の委員会には、合計１３名の委員の方のご出席を頂きました。
今回の議題及び審議結果は、以下の通り。

＜合同＞

1 ＩＳＯ/CD TR　１４９９９‐２：光学及びフォトニクス-光学素子及びシステムの干渉測定―第二部測定と評価技術　→WEB会議報告
2 ＩＳＯ/PWI　１４９９７‐２：光学及び光学機器：-光学素子の表面不完全度の試験方法　→ISOよりの書類待ちで未審議
3 ISO/DIS　１９９６２：光学及びフォトニクス―光学部品による散乱光の分光測定　→室谷委員より報告
＜WG1＞

1 ＩＳＯ/　１５３６８：光学及び光学機器：-平面表面の反射率及び平行平面素子透過率測定の審議　→大西委員より報告
2 ISO/WD　１３６５３：光学及び光学機器：-一般的光学試方法-像面での相対放射照度の測定方法の審議　→山崎委員の報告内容を小山主査より説明
＜WG2＞

1 ISO/FDIS　１０１１０－１４：光学及びフォトニクス：-光学素子及びシステム
用の製図手法-第１４部；波面ひずみ公差の審議　→コメント付賛成投票

2 ＩＳＯ/DIS　１０１１０－１：光学及びフォトニクス：-光学素子及びシステム用の製図手法-第１部；通則の審議　→コメント付賛成投票

3 　ＩＳＯ/CD　１０１１０－１２：光学及びフォトニクス：-光学素子及びシステム用の製図手法-第１２部；非球面の審議　→向井委員より報告
次回委員会開催予定　：９月１２日（水）を予定する。

平成３０年度第二回ＩＳＯ上層委員会報告会

７月１７日（火）午後、港区三田の日本規格協会会議室において第二回ＩＳＯ上層委員会報告会が開催されました。プログラムは以下の通りです。（敬称略）
１３：００～　　：開会の辞

　　　　　　　　　　（一財）日本規格協会　
国際標準化ユニット

１３：０５～　　：第７２回ISO/TMB報告
経済産業省　産業技術環境局
基準認証経済連携室長　松本満男
１３：３５～　　：質疑応答
　
１３：４５～　　：第１０６回ISO理事会報告
　（一財）日本規格協会
　　　　標準化支援ユニット　ユニット長
　　　　　　　　　若井　博夫　
１４：１５～　　：質疑応答





１４：２５～　　：ＪＳＡからのお知らせ　　　　　　　　　(一財)日本規格協会

　　　　　　　　　（ISO　Meetings）
国際標準化ﾕﾆｯﾄ国際標準化活　動推進チーム


　　　　　　 主席専門職　鈴木孝子

労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令及び石綿障害予防規則等
の一部を改正する省令の施行等について
　厚生労働省労働基準局安全衛生部安全課長より、当協会会長宛に標記の件に関する事務連絡（平成３０年５月２８日基安安発０５２８第２号）が参りました。（以下抜粋）
労働基準行政の推進につき日頃から格別の御協力を賜り厚くお礼申し上げます。

さて、４月６日に公布されました労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成３０年政令第１５６号）及び石綿障害予防規則等の一部を改正する省令（平成３０年厚生労働省令第５９号）により、石綿ばく露防止対策に必要な分析・教育用の石綿等を入手しやすくする等の改正を行いました。本改正政令は、６月１日から施行することとしており、本改正省令につき別添のとおり都道府県労働局長あて指示しております。（別添省略）
つきましては、貴団体におかれましても、この趣旨をご理解いただくともに、厚生労働省ホームページ掲載の内容も参照いただきながら、会員事業場等関係者に対する本改正内容等の周知にご協力を賜りますようお願い申し上げます。
【関係ページ】石綿障害予防規則など関係省令について｜厚生労働省
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/sekimen/jigyo/ryuijikou/index.html　　検索キーワード例：「石綿障害　関係法令」
「交通労働災害防止のためのガイドライン」の改正について
厚生労働省　労働基準局長より、当協会会長宛に標記の件に関する事務連絡（平成３０年６月１日）が参りました。（以下抜粋）

労働基準行政の推進につきましては、日頃より格段のご配慮をいただき感謝申し上げます。
さて、平成２９年の労働災害発生状況を見ると、労働災害による死亡者数は９７８人ですが、このうち、２０２人が道路上における交通事故によるものです。この死亡災害の半数以上が、バス、トラック、タクシー等の事業用自動車を保有する事業場以外の事業場で発生していることを踏まえ、第１３次労働災害防止計画においても、バス、トラック、タクシー等の事業者はもとより、それ以外の事業者に対し、「交通労働災害防止のためのガイドライン」（平成３０年４月３日付基発第０４０３００１号別添）（以下「ガイドライン」という。）に定めた取組の徹底を図るなど、実効のある交通労働災害防止対策が展開されるよう重点的に取り組むこととしています。
このガイドラインは、労働安全衛生関係法令や「改善基準告示」とあいまって、交通労働災害の防止を図るための指針となるものであり、これに基づき、安全管理体制の確立、適正な労働時間等の管理や走行管理、安全衛生教育の実施、意識の高揚、荷主・元請け業者による配慮、自動車運転者の健康管理の実施等について、お願いしてきたところです。
平成３０年４月２０日に、旅客自動車運送事業運輸規則及び貨物自動車運送事業輸送安全規則の一部を改正する省令（平成３０年国土交通省令第４０号）が交付され、本日より施行されることを踏まえ、ガイドラインの一部を別紙（新旧対照表）のとおり改正します。
つきましては、貴会におかれましても、改正点を含めガイドラインの趣旨をご理解の上、会員事業場に対してその中地徹底を図られるなど、①睡眠時間の確保に配慮した訂正な労働時間の管理、②乗務開始前の点呼等の実施、③早朝時間帯の走行を可能な限り避けるような走行計画の作成を始めとした、交通労働災害防止対策の推進に特段のご配慮をいただくようお願い申し上げます。
会員短信
平成３０年度の会員各工業会の会長・副会長には次の方々が就任されました。
（一般社団法人　カメラ映像機器工業会）
　会　長
牛　田　一　雄　　　　㈱ニコン
　
　代表取締役兼

社長執行役員
　副会長　
鰺　坂　司　郎
　　　㈱タムロン
　　　　　　代表取締役社長
（日本顕微鏡工業会）

会長

濱　谷　正　人
    ㈱ニ　コ　ン
 執行役員　

副会長
大久保　俊彦
    オリンパス㈱
 執行役員
（一般社団法人　日本測量機器工業会）

　会長        平　野　　聡       ㈱ト　プ　コ　ン
　代表取締役社長

　副会長      丹　澤　　孝       ㈱ﾆｺﾝ・ﾄﾘﾝﾌﾞﾙ
　代表取締役社長兼CEO
（一般社団法人　日本望遠鏡工業会）

　会長

木　村　眞　琴     ㈱ニ　コ　ン　　　　　 相談役
　副会長　
山　中　　徹       ㈱ｹﾝｺｰ・ﾄｷﾅｰ　　　 代表取締役社長
（日本光学測定機工業会）

　会長

浜　田　智　秀　　　　㈱ニ　コ　ン       常務執行役員
　副会長
中　川　　徹
　　　㈱ミ　ツ　ト　ヨ
　代表取締役会長
（一般社団法人　日本写真映像用品工業会）

　会長

山　中　　　徹
　　　㈱ｹﾝｺｰ・ﾄｷﾅｰ
　代表取締役社長
　副会長
南　　　英　幸　　　　　ハクバ写真産業㈱ 代表取締役社長

　副会長
中谷　幸一郎　　　　　ベルボン㈱       代表取締役会長
（日本医用光学機器工業会）

会長     　 笹　  宏　行　　　　  オリンパス㈱
 代表取締役社長執行役員
副会長　　　　小　澤　素　生　　　　 ㈱ニデック

 代表取締役社長
副会長　　　　三　輪　芳　弘　　　　　興和㈱


　代表取締役社長
副会長　　　　平　野　　聡　　　　　　㈱ト　プ　コ　ン
 代表取締役社長　
以上
平成３０年５月生産・出荷統計
(　　　)内は、前年度比
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル
カメラ
	282,434
(0.91)
	13,095
(1.04)
	463,155
(0.87)
	313,516
(0.80)
	14,666
(0.95)
	429,511
(0.91)
	218,984
(1.25)

	フィルム

カメラ
	8,422
(1.26)
	7,946
(1.20)
	6,795
(1.30)
	7,142
(1.10)
	6,622
(1.01)
	7,131
(1.37)
	9,054
(0.79)

	交換レンズ


	244,682
(1.26)
	14,976
(1.27)
	172,394
(1.16)
	398,062
(1.07)
	18,366
(1.17)
	30,859
(1.16)
	426,386
(1.06)

	光学・精密
測定機
	29,851
(1.25)
	6,114
 (1.29)
	-
	26,761
(1.13)
	6,051
(1.24)
	-
	31,774
(1.20)

	光分析機器

	13,758
(0.85)
	18,628
(1.19)
	-
	14,221
(0.90)
	18,313
(1.14)
	-
	7,579
(1.10)

	測量機


	 6,716
(1.36)
	905
(1.08)
	-
	10,699
(1.14)
	1,465
(1.04)
	-
	7,600
(1.12)

	合　計


	  -    

	61,664
(1.18)
	-
	-


	65,483
(1.09)
	-
	-




注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの
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